
平成28年度 決算状況カード

17年 21,456人 17年 第１次 第２次 第３次 決 算 額 構成比 増減率 経常一般財源

22年 19,917人 22年 12年 1,460人 3,193人 5,498人 千円 ％ ％ 千円

27年 17,973人 27年 国調 14.4% 31.5% 54.1% 2,246,032 22.4 △ 1.9 2,179,244 決 算 額 構成比 増減率 税 等

増減率(17-22) △ 7.2％ 増減率(17-22) 17年 1,244人 2,731人 5,465人 89,061 0.9 4.8 89,061 千円 ％ ％ 千円

増減率(22-27) △ 9.8％ 増減率(22-27) 国調 13.2% 28.9% 57.9% 1,964 0.0 △ 35.5 1,964 1,920,942 19.8 △ 2.6 1,843,162

住基 H28.3.31 18,758人 面積(㎞) 人口密度 22年 886人 2,338人 5,338人 3,991 0.0 △ 40.2 3,991 1,196,057 12.4 1.5 1,133,281

台帳 H29.3.31 18,341人 79.48 226人 国調 10.3% 27.3% 62.4% 2,630 0.0 △ 58.4 2,630 2,010,829 20.8 6.0 508,371

321,379 3.2 △ 13.0 321,379 1,206,622 12.5 △ 4.2 1,191,564

0 - - 0 1,206,577 12.5 △ 4.2 1,191,519

1 8,228 0.1 10.4 8,228 45 0.0 △ 22.4 45

Ａ 6,635 0.1 3.7 6,635 5,138,393 53.1 0.2 3,543,097

2 3,141,992 31.3 △ 4.5 2,636,501 1,136,377 11.7 4.8 899,763

Ｂ 2,636,501 26.3 △ 4.9 2,636,501 51,291 0.5 4.8 38,758

3 505,491 5.0 △ 2.3 339,188 3.5 △ 14.0 250,938

(A-B) Ｃ 0 - - 1,364,616 14.1 △ 3.6 1,189,220

4 5,821,912 58.0 △ 4.0 5,249,633 45,961 0.5 10.3 13,561

Ｄ 2,104 0.0 △ 0.8 2,104 240,814 2.5 △ 16.0 210,000

5 平均 0.441 74,313 0.7 △ 26.4 - -

(C-D) Ｅ 0.445 74,513 0.7 0.0 5,554

6 40,463 0.4 △ 3.0

Ｆ 1,403,724 14.0 △ 10.8 34,668 0.4 △ 51.5 34,668

7 752,534 7.5 20.2 1,349,135 14.0 △ 51.1 286,585

Ｇ 28,857 0.3 68.1 補 助 435,046 4.5 △ 50.5 34,095

8 28,363 0.3 △ 44.6 単 独 等 914,089 9.5 △ 51.4 252,490

Ｈ 346,523 3.5 123.0 13,476 0.1 44.3 1,469

9 260,083 2.6 △ 22.6 - -

Ｉ 94,759 0.9 0.8 960 - -

10 1,119,622 11.1 △ 51.2 - -

(F+G+H-I) Ｊ

法適用 収支額 普通会計から 資金不 職員数 職 員 数 １人当り平 10,047,770 100.0 △ 12.1 5,258,251

の有無 千円 繰入額　千円 足比率 人 人 均給料月額

無 179,902 234,291 6 201 333,300 決算額 構成比 増減率 超過課税分収 徴収率 決 算 額 構成比 増減率 一 般 財 源

内技能職 0 0 千円 ％ ％ 入済額 千円 ％ 千円 ％ ％ 千円

無 232 24,190 - 1 内消防職 38 291,200 個 人 分 703,933 31.4 3.4 92.5 127,202 1.3 △ 7.6 127,202

無 1,149 319,190 - 5 2 392,000 法 人 分 188,484 8.4 △ 30.2 28,249 99.5 1,819,717 18.8 18.2 1,169,084

1,081,064 48.1 0.8 94.9 3,330,447 34.4 2.2 1,594,721

無 145 419,891 1 50,304 2.2 13.2 90.8 753,594 7.8 △ 28.0 678,764

無 79,527 367,054 5 114,238 5.1 △ 2.3 100.0 7,159 0.1 △ 48.6 7,159

203 333,900 41,221 1.8 3.2 100.0 212,854 2.2 13.1 128,993

改正実施 １人当り平 - - - 184,440 1.9 △ 9.9 131,669

有 54,732 18,387 - 8 年月日 均給料月額 - - - 899,558 9.3 △ 24.4 526,518

H19.12.26 696,000 66,788 3.0 2.0 94.8 557,458 5.8 △ 60.6 329,597

財調基金 減債基金 その他特目 計 H19.12.26 571,200 - - - 566,724 5.8 △ 37.5 546,651

千円 千円 基金　千円 千円 H19.12.26 531,000 - - - 13,476 0.1 44.3 1,469

1,879,629 385,982 1,857,876 4,123,487 H23.5.1 383,000 66,788 3.0 2.0 94.8 1,206,622 12.5 △ 4.2 1,191,564

130,985 253 109,576 240,814 H23.5.1 333,000 - - - - -

340,563 0 1,160 341,723 H23.5.1 310,000 - - - - -

1,670,051 386,235 1,966,292 4,022,578 - - -

2,246,032 100.0 △ 1.9 28,249 94.7 9,679,251 100.0 △ 13.3 6,433,391合 計

131,691円

被 保 険 者 数

201,017円 保 険 税 徴 収 率 69.3％一世帯当り保険税調定額

取 崩 し 額 0 議 会 議 員

合 計

被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用 697,079円

2,800世帯

国 保 会 計 の 状 況

加 入 世 帯 数

H28年度末現在高 601,472 宅 地 開 発 税

4,274人

被保険者１人当り保険税調定額

積 立 額 0 議 会 副 議 長 水 利 地 益 税 諸 支 出 金

共 同 施 設 税 前年度繰上充用金

　千円 教 育 長 事 業 所 税 災 害 復 旧 費

H27年度末現在高 601,472 議 会 議 長 都 市 計 画 税 公 債 費

41.4％
水 道 事 業 旧 法 に よ る 税 土 木 費

積 立 金 及 び 土 地 開 発 基 金 の 状 況 市 長 目 的 税 消 防 費特

別

職

等

区 分
特 別 土 地 保 有 税 商 工 費

将来負担比率

区分
土地開発基金 副 市 長

内
訳

入 湯 税 教 育 費

介護保険事業(保険事業勘定) 市 た ば こ 税 労 働 費
実質公債費比率 11.8％

合 計 鉱 産 税 農 林 水 産 業 費

臨 時 職 員 固 定 資 産 税 民 生 費
連結実質赤字比率 　　－ 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 軽 自 動 車 税 衛 生 費

簡 易 水 道 布 設 事 業
市 民 税

議 会 費
財
政
健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 　－ 
公 共 下 水 道 事 業 教 育 公 務 員 総 務 費

国 民 健 康 保 険 事 業 一 般 職 員
区 分 区 分

17.5  ％
公
営
事
業
会
計
の
状
況

事 業 名

一
般
職
員
数

区 分
合 計 6,801,910千円

市 町 村 税 目 的 別 歳 出
公債費負担比率

合 計 9,679,251 100.0 △ 13.3 6,433,391

5,538,673千円

実 質 単 年 度 収 支
△127,625 千円 △43,683 千円 地 方 債 現 在 高 11,803,908 千円

地 方 債
税等総額

経常一般財源

積 立 金 取 崩 し 額
340,563 千円 150,000 千円 債 務 負 担 行 為 額 418,379 千円

繰 越 金 失 業 対 策 事 業 (臨財債･減税補てん債含む)

諸 収 入

内 訳 5,462,144千円
繰 上 償 還 金

0 千円 0 千円 積 立 金 現 在 高 4,022,578 千円
寄 附 金

繰 入 金 災 害 復 旧 事 業

積 立 金
130,985 千円 150,293 千円 公 債 費 比 率 10.6  ％

県 支 出 金

財 産 収 入

△43,976 千円 実 質 収 支 比 率 6.0  ％
手 数 料 98.6％

国 庫 支 出 金 う ち 人 件 費 経常経費充当
一般財源計

内 訳

普通建設事業費

1,362,611 14.1 △ 50.8 288,054
(103.9％)

実 質 収 支
337,398 千円 255,445 千円 財 政 力 指 数

分 担 金 ・ 負 担 金 前 年 度 繰 上 充 用 金

使 用 料
投 資 的 経 費

単 年 度 収 支
81,953 千円

投 資 及 び 出 資 金 貸 付 金 13,561 0.2

交通安全対策特別交付金 積 立 金
経常収支比率

翌年度へ繰越すべき財源
31,121 千円 4,638 千円 標 準 財 政 規 模 5,612,766 千円

小 計

173,111 3.1

震災復興特別交付税 繰 出 金 1,104,426 19.9

歳 入 歳 出 差 引 額
368,519 千円 260,083 千円 標 準 税 収 入 額 等 2,695,843 千円

特 別

地 方 交 付 税 物 件 費 697,666 12.6

内
訳

普 通 維 持 補 修 費 38,632 0.7

補 助 費 等

0.0

地 方 特 例 交 付 金 小 計 3,434,748 62.0

歳 出 総 額
9,679,251 千円 11,170,102 千円 基 準 財 政 収 入 額 2,120,735 千円

歳 入 総 額
10,047,770 千円 11,430,185 千円 基 準 財 政 需 要 額 4,763,315 千円

自 動 車 取 得 税 交 付 金

公 債 費 1,191,564 21.5

特別地方消費税交付金
内 訳

元 利 償 還 金 1,191,519 21.5

一時借入金利子 45

区 分 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 区 分 指 数 等
地 方 消 費 税 交 付 金

人口集中地区人口(H22国調) 配 当 割 交 付 金 う ち 職 員 給 1,127,714 20.4

8,835人 株式等譲渡所得割交付金 扶 助 費 508,213 9.2

千円 比率 　％

△ 5.8％ 利 子 割 交 付 金 人 件 費 1,734,971 31.3

Ⅰ－２

7,978世帯 性 質 別 歳 出

7,518世帯 地 方 税
区 分

経常一般財源 経常収支

△ 4.9％ 地 方 譲 与 税

市 町 村 類 型 Ｉ－２

国
調

国
調

8,387世帯

就
業
人
口

区 分
市 町 村 名 津久見市 28 年 度 交 付 種 地

人 口 世 帯 数 産  業  構  造 歳 入 コ ー ド 番 号 442071


